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「懲罰的」損害賠償の民事的解釈

Ⅰ　はじめに：問題の所在と課題の設定

 1 ．問題の所在

　我が国の通説・判例は、不法行為に基づく
損害賠償制度が加害者に対する制裁及び将来
における同様の行為の抑止（一般予防）を目
的とすることを否定しているが（1）、損害賠償
における制裁及び抑止目的・機能の肯否を巡
る議論（以下、民事制裁論と言う）は戦前か
ら何度もされてきた。もっとも、今日までの
議論全体を見渡すと、損害賠償における「制
裁（懲罰）」の意味・目的について厳密に突
き詰めることなく議論されてきたことは否め
ないが（2）、加害者に対する私的応報と解する
見解と、特に利得型不法行為を念頭に置いた
違法行為の抑止と解する見解に大別されるだ
ろう。
　当初、民事制裁論は特に「慰謝料」の中で
議論されていたが、私的応報という観点から
「制裁」を主張した論者が戒能通孝博士であ
る（3）。戒能博士は、民事刑事責任の分化とい
う歴史的潮流から離れて、人格権保護手段と
しての慰謝料の本質を考察していくにあたっ
て、被害者には加害行為に対する制裁感情が
常に存在しており、こうした本能的要求を完
全に清算することができないということを前
提にした上で（4）、慰謝料を「『損害賠償の色
彩に被はれた刑罰』乃至制裁」と解した（5）。

もっとも、戒能博士は慰謝料を制裁感情の具
体化手段と位置付けてはいるが、その基礎観
念は激情や個人的憎悪といった過去の醇化さ
れざる「復讐」にあるわけではなく、むしろ
現代法の根本的基礎ともいうべき「社会的正
義」にこそあるとし、これを正しく統制して
いく必要性があることを重ねて強調してい
る（6）。そして、そうすることによって損害の
賠償と考えるよりも理論的に正当な帰結を導
き得ると説いている（7）。なお、違法行為の抑
止に関しては、これを適当に運用することに
よってある種の一般予防の目的と達成できる
として（8）、事実上の効果に留まるものと見て
いる。
　その一方、違法行為の抑止という観点から
「制裁」を解釈する立場は、特に1970年頃の
議論の中で有力になった（9）。その立場に立つ
論者の 1人が実際にクロロキン薬害事件を担
当した後藤孝典弁護士である（10）。後藤弁護
士によれば、慰謝料とは「加害行為抑制金た
る性質」をもつものであり（11）、「慰藉料額は
加害行為の性質・程度に対応して決定され
る」ことから、それには制裁的機能があると
して（12）、慰謝料を加害行為抑制という点か
ら理解している（13）。そしてそれによる抑制
は特に公害・薬害事件の場合に重要になると
考えている。すなわち、その場合においては
当事者間の対等性・相互互換性、被害の継続
反復性・広範性、加害行為の営利性といった
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点で古典的不法行為とは構造的な違いがある
ことに加えて（14）、刑法や行政法が全く無力
であり（15）、また損害賠償も填補に限定され
ているため、そもそも加害行為抑制が十分に
機能しない。そこで後藤弁護士は、特に “利
得的不法行為 ” を念頭に置きつつ（16）、不法
行為による利得を加害者に留保させないため
にも（17）、その抑制手段として制裁的慰謝料
を説いた（18）。
　1970年頃の議論から半世紀ほど経った今
日、その議論の主な領域は解釈論から立法論
へと移り変わっているが（19）、そこでは損害
賠償における制裁（懲罰）を特に利得型不法
行為を念頭に置いた抑止措置として考える傾
向が鮮明になってきている（20）。例えば、淡
路剛久教授は加害者に特に営利的フォートが
ある不法行為に対する制裁的賠償を提案した
フランスのタカラ草案を参照し、それが変化
する現代社会の状況の中で不法行為の抑止と
いう役割を果たし得る手段の1つであるとし
て、その立法的導入を主張している（21）。ま
た、国民生活センターの松本恒雄理事長も、
被害者によって被害抑止を実現するために、
特定の法律において悪質性の高い行為に対す
る二倍三倍額賠償制度の立法的導入を提案し
ている（22）。さらに、現在進行している民事
司法制度改革における知的財産侵害に対する
損害賠償の見直しを巡る議論の中でも「侵害
行為の抑止」の一手段として懲罰賠償が検討
項目に挙げられている（23）。このように近年
の議論の方向性としては、損害賠償における
「制裁（懲罰）」を特に利得型不法行為に向け
た抑止措置として捉えられていると言えるだ
ろう（24）。

 2 ．課題の設定

　その一方、日本の民事制裁論に大きな影響
を与えたアメリカ法では、近年、とりわけ学
説上で民事における「懲罰」賠償とは何かを
巡って再び議論されている。こうした議論を

学説上で再燃させる契機となったのが懲罰賠
償の合憲性を巡る一連の議論である。アメリ
カ法では19世紀後半に二重処罰の問題との関
係を中心にして「懲罰」賠償の解釈が議論さ
れたことがあったものの（25）、その後において
はリアリズム法学の影響もあって、「懲罰」賠
償を原理というよりも、処罰や抑止といった
抽象的理由（機能）に基づいて正当化し（26）、
政策的にその利用を拡張させていった。しか
し、20世紀後半から懲罰賠償額の高額化や認
定頻度上昇といった批判が高まる中で、刑罰
との実質的類似性がより強く問題視されるよ
うになり、ついには州立法や合衆国憲法を通
じてその法規制・法整備が進められるに至っ
た（27）。そして学説では特に懲罰賠償の合憲
性を巡る問題を受けて、なぜ民事上の損害賠
償であるにもかかわらず憲法保障が問題とな
るのか、また懲罰賠償で言う「懲罰」とはい
かなるものかといった、従来から懲罰賠償に
内在している根本的問題について理論的な観
点から再び議論されるに至った（28）。
　こうした経緯からアメリカ法では、今日、
民事上の制度としての「懲罰」賠償の解釈を
巡って抑止説、社会的填補説、応報説といっ
た様々な学説が提唱されている。もっとも、
近年の学説において注目すべきことは、民事
上での応報を否定する抑止説や社会填補説よ
りも、むしろ応報説（特に私的応報説）が活
発に説かれているということである。このよ
うなアメリカ法の議論状況は日本法のそれと
は対照的であるが、アメリカ法における議論
を考察していくことは、「制裁（懲罰）」を抑
止として見る傾向のある日本法にとっても損
害賠償における「制裁（懲罰）」とは何かと
いう根本的問題を改めて検討していくための
有意義な手掛かりとなるように思える。
　そこで、本稿ではアメリカ法における「懲
罰」賠償の民事的解釈を巡る学説の分析を通
じて、損害賠償における「制裁（懲罰）」と
は何か、ということを考察していく。以下、
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まず「Ⅱ」において、応報としての「懲罰」
賠償を否定する抑止説と社会的填補説を分析
していく。次に「Ⅲ」では、応報としての「懲
罰」賠償を肯定する私的応報説と公的応報説
を分析していく。最後に「Ⅳ」では、各学説
の意義や問題点を考察し、それをもとに日本
法の議論に対する示唆を得ていくことにする。

Ⅱ　損害賠償における“応報”を否定する学
説

 1 ．抑止説

A．ドブスの見解
　（1）まず民事上での応報としての「懲罰」
賠償を否定し、違法行為の抑止という観点か
ら解釈した論者がドブス（Dan B. Dobbs）で
ある（29）。彼の見解の特徴としては、抑止と
しての損害賠償責任の対象を主に利益獲得を
目的とする不法行為に向けた上で、実質的に
損害賠償を利益吐き出しとして解釈した点に
ある。
　（2）そもそもなぜ彼は民事損害賠償におい
て応報としての「懲罰」賠償を否定するのか。
その理由は、ⓐ懲罰賠償が刑事手続上の保障
がない刑罰であること、ⓑ裁判所が懲罰賠償
額を十分に制御できないこと、ⓒ不法行為を
過剰または過小評価するため著しく不公平に
なること、ⓓ被告の財産状況などを考慮する
ことで不公平になる危険性が高い、といった
問題があるからであった（30）。しかし、その一
方で、損害賠償によって違法行為を抑止して
いく必要性はあると考えている。そこで、彼
は応報目的の「懲罰」賠償に代わるものとし
て「実損害を超える賠償（extra-compensatory 

damages）」または「抑止的損害賠償（deterrence 

damages）」と称すべき新たな損害賠償（以
下、抑止的賠償と言う）を提案した（31）。そ
して、これが抑止を目的にした損害賠償であ
ることから、刑罰との同一性を回避できると
説いた。

　（3）では、抑止的賠償と解するならば、そ
の賠償責任をどのような場合に認めていくの
か。この点に関して、彼はこの損害賠償が応
報的要素を排除していることから、被告の害
意（malice）や 無思慮（recklessness）を証
明する必要はないとする（32）。その代わりに、
この損害賠償が抑止を目的としたものである
ことから「抑止の必要性」（33）、例えば、被告
が賠償金を支払ってもなお不法行為による利
益が残る、あるいは利益に動機づけられた反
復的不法行為によって利益を得ている等と
いったことを証明する必要があるとする（34）。
　次に、抑止的賠償金の算定方法が問題とな
るが、彼は、被告による同様の不法行為を抑
止するために必要な金額である必要があると
言う。具体的には、利得型不法行為の場合に
は、ⓐ被告の不法行為によって得られた利益
と、ⓑ原告の訴訟費用（合理的な弁護士費用
を含む）をベースにすべきと述べているが
（35）、これは言わば利益吐き出しのための損
害賠償として位置付けるものである（36）。そ
の一方、彼はセクハラや飲酒運転といった利
得型不法行為以外においても抑止の必要性が
あると考えている。もっとも、この場合には
不法行為に利得そのものが直結しているわけ
ではないため、その賠償金は訴訟費用と弁護
士費用のみになるとして（37）、抑止措置とし
ては比較的弱いながらも、それに必要な範囲
内での賠償金を認めるとしている。したがっ
て、この点も踏まえると、彼が言う抑止的賠
償は基本的には利得型不法行為を念頭に置い
たものであると言える。

B．ポリンスキーとシャベルの見解
　（1）また、抑止論者の中にはドブスの見解
で見たように利得型不法行為という特定類型
に重点をおくのではなく、違法行為全体を視
野に入れつつ、「最適な（optimal）抑止」と
いう経済学的観点から「懲罰」賠償を解釈す
る論者もいる。このような観点による抑止論
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は「法と経済学」において活発に議論されて
きたが（38）、その中でも特に注目すべき論者
がポリンスキーとシャベル（Mitchell Polinsky 

& Steven Shavell）であろう（39）。彼らの見解
も懲罰賠償による「最適な抑止」を求める点
では他の「法と経済学」者と同じである（40）。
しかし、彼らの見解は、経済学的観点から単
純に懲罰賠償の認定・金額制限に焦点を当て
るのではなく（41）、そもそも応報としての「懲
罰」賠償自体を否定した上で、不法行為者が
賠償責任を逃避する可能性に着目しつつ、そ
の可能性を踏まえた乗数方式による賠償額を
提示している点で違いがある。
　（2）そもそも彼らが損害賠償において応報
としての「懲罰」賠償を否定する理由は次の
点にある。すなわち、懲罰賠償による処罰は
不法行為者を直接処罰するという場合には意
味があるが、特に有責性ある被用者を処罰す
るためにその使用者である企業に懲罰賠償を
課すという場合には、直接の不法行為をした
被用者を処罰することにつながらず、むしろ
その処罰効果が株主や消費者に及ぶとして処
罰の有用性を疑問視している（42）。
　（3）では、彼らは「懲罰」賠償をどのよう
に考えるのか。彼らは「最適な抑止」という
観点から、不法行為者が損害賠償責任を逃避
する可能性を重要な基準として考える。すな
わち、彼らによれば、賠償責任の逃避可能性
は、ⓐ加害行為と損害との因果関係の判断が
困難である場合、ⓑ加害者の特定が困難であ
る場合、ⓒ訴訟費用・時間・労力がかかると
いう場合に特に高まると言う。そしてこうし
た場合に損害賠償額を実損害に制限するなら
ば、そもそも被害者が提訴しないため、それ
による抑止が機能せず、その結果、不法行為
者にとって危険な活動をするインセンティブ
が高まると考える（43）。そこで彼らは抑止機
能を高めるために、実損害以上の賠償を認め
る必要があると考えるが、その際にその賠償
額が過少抑止あるいは過剰抑止になることを

避けつつ、「最適な抑止」を実現していくた
めに、不法行為者に課される填補賠償額と
“懲罰” 賠償額との合計賠償額（total damages）
を、不法行為者が責任を負うべきとの判決が
下されるであろう確率の逆数によって乗じた
損害と等しくすべきであるとして「合計賠償
乗数」（total damages multiplier）という定式を
提案している（44）。こうした点からすると、
彼らが言う「懲罰」賠償とは処罰のための損
害賠償というよりも、単に「実損害を超えた
賠償（extracompensatory damages）」を意味
するものに過ぎない（45）。そのため、彼らの
見解からすれば「懲罰的（punitive）」という
言葉は誤解を招く虞があるものと見ている。
　なお、被告の非難可能性を考慮するかどう
かという問題に関しては、賠償責任の逃避を
防ぐという抑止に狙いがあることを踏まえる
と、非難可能性が強くない場合であってもそ
の責任逃れが起きるため、被告の非難可能性
を求めることは無意味であるとしている（46）。
またそれに関連して、懲罰賠償額を算定する
際に本来なら重要な要素として考慮されるは
ずの不法行為者の有責性（culpability）や精
神状態（47）、さらにその者の財産状況といっ
た要素は考慮しないとしている（48）。このよ
うに、彼らは専ら経済学的観点から、実損害
を超える賠償によって最適な抑止を実現して
いくための具体的な制度の在り方を提示して
いる。

 2 ．社会的填補説

　（1）その一方、ポリンスキーらが言う経済
的効率性を否定するのではなく、副次的機能
として位置付けつつ、「懲罰」賠償を社会的
填補として解する斬新な見解もある。この見
解を提示した論者がシャーキー（Catherine 

M. Sharkey）である（49）。彼女によれば、「懲
罰」賠償とは、裁判所の面前にはいないが、
被告の不法行為によって直接的な損害を被っ
たという潜在的原告（potential plaintiffs）に
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向けられた填補であり、これは言わばそうし
た者を広く救済していくための「社会的填補
賠償（compensatory societal damages, societal 

compensatory damages）」であると主張す
る（50）。もっとも、これを実現していくには懲
罰賠償額の一定額を分割・分配する特別な措
置（split-recovery）が別途必要となる（51）。
　（2）では、彼女はなぜそのような発想に
至ったのか（52）。彼女によれば、原告以外の
者にも損害が及ぶ不法行為事件において懲罰
賠償が頻繁に認められているという傾向を見
ると、実は懲罰賠償が応報・抑止の目的を追
求するだけでなく、当該原告以外の被害者を
救済するため、すなわち社会的填補（societal 

compensation）目的を成し遂げるために使わ
れてきたことが浮上すると言う（53）。そして
「社会的損害」に目を向けることで、原告が
タナボタを得ることを抑制できるだけでな
く、被告の行為によって損害を被った全ての
者に対して填補を分配していくため、我々の
不法行為法の填補システムに組み込まれてい
る公平性と矯正的正義を促進することにもつ
ながるとして正当化する（54）。また、上述し
たように、彼女はこれが結果的には被告にコ
ストの内部化を強いることにもなるため、不
法行為の抑止にもつながるとして「法と経済
学」の発想からも正当化されると説いてい
る（55）。
　なお、懲罰賠償を社会的填補と解すること
は、ある意味で同じく社会的目的を達成する
クラスアクションの代替手段として解される
かもしれない。この点に関して、彼女はこれ
を連邦民事訴訟規則23条の回避手段という消
極的意味からではなく、むしろ事後的クラス
アクションという積極的意味から捉えている（56）。
　（3）もっとも、そう解するにしても、そも
そもその前提となる「社会的損害」とは何か
ということが問題となる。この点に関して、
彼女は次の 2 類型を提示している。その 1 つ
が認識し得る個人への「特定的損害（specific 

harms）」という類型であるが、より具体的
には、公的政策に従うことから生じる憲法上
の権利侵害など不法行為法としては法的に認
められる損害が欠如している場合（原告不
在：absent plaintiffs）や（57）、ごく僅かな損害
を被ったゆえに法的に認められる損害に達し
ていないという場合（準原告：quasi-plaintiffs）
であると言う（58）。そして、もう 1 つが社会一
般に影響する「拡散的損害（diffuse harms）」
という類型であるが、これは例えば公衆衛生
に対する損害のように、個々の原告やその他
の特定できる個人を超えて大規模に損害を
被った場合であると言う（59）。
　では、懲罰賠償を社会的填補と解した場合
に、どのように賠償金を算定していくのか。
彼女はこれが実際には困難な問題であること
を認めた上で、その算定の役割は陪審にある
とする。そしてこれはカテゴリーとしては懲
罰賠償に入るものであるが、陪審が原告以外
の者であっても生じた損害に対して金銭的価
値を認めていくことに変わりないため、填補
賠償の算定と極めて類似したものとして考え
る（60）。その一方、陪審はより広範な社会的賠
償の決定を行う能力という点で適任ではない
との批判が想定されるが、彼女にとってこの
問題の本質は陪審の算定能力というよりも、
むしろ陪審の面前にある証拠の量や質にある
と考えている。もっとも、そうであるとして
も、特に大規模不法行為の場合には各被害者
の損害の程度がそれぞれ異なっていることか
ら算定が困難であることは認めざるを得ない
としつつ、陪審が社会的損害を評価するため
の証拠を注意深く使うように説示していくこ
とが重要であると説いている（61）。

Ⅲ　損害賠償における “応報”を肯定する学
説

　以上で見た応報として「懲罰」賠償を解釈
していくことを否定する見解とは対照的に、
近年では応報説の立場から「懲罰」賠償を解
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釈する見解がいくつか主張されており、学説
の中で注目されている（62）。もっとも、応報
説と言っても、2 つの立場に大別される。ま
ず「懲罰」賠償を私的応報として民事的に解
釈する立場であるが、この立場に立つ論者
がコルビー（Thomas B. Colby）、セボック
（Anthony J. Sebok）、ジプルスキー（Benjamin 

C. Zipursky）である。彼らの見解は説明の仕
方がそれぞれ異なっているが、いずれも考え
方の方向性としては基本的に同じである。こ
れに対して、「懲罰」賠償を公的応報である
としつつも、一応は民事として解釈する立場
もあり、この立場に立つ論者がマーケル
（Dan Markel）である。以下において、彼ら
の見解を分析していく。

 1 ．私的応報説

Ａ．コルビーの見解
　（1）コルビーは、民事上の応報罰として
「懲罰」賠償を説明する前提として、まず 1
つの不法な行為を、社会との関係での「公的
違法行為」（public wrongs）と、被害者との関
係での「私的権利侵害」（private wrong）に区
別することから始める。その上で、前者に対
する罰が刑罰であり、これは個人の利益を守
ることではなく、飽くまでも社会全体の利益
に向けられたものであるとする（63）。その一
方、後者に対する罰が懲罰賠償であり（64）、
これは私的権利侵害に対して「法的に認めら
れた私的復讐」として解釈すべきであると主
張する（65）。
　（2）彼が懲罰賠償をそう解した根拠は、懲
罰賠償が侮辱や屈辱によって尊厳（dignity）
が侵害された場合に認められていたという歴
史的事実にあると言うが（66）、ここから「懲
罰」賠償とは被告を罰することにより被害者
の尊厳を回復する（vindicate）ものと考え
る（67）。そしてこの点になお現代的意義があ
ることを強調する（68）。しかし、そう解する
のであれば、「懲罰」賠償という名称が適切

なのか問題となろう。そこで、彼は、被害者
による私的応報罰によってのみ人の価値や地
位の低下という「道徳的損害（moral injury）」
を回復することができると説く哲学者パンプ
トン（ Jean Hampton）の「応報」論を参照し
て、罰と回復の関係を説明する（69）。もっと
も、パンプトンが言う「応報」とは被害者に
とっての一種の補償（compensation）を意味
するものである（70）。しかし、この点に関し
て、彼はハンプトンとは異なる理解をしてい
る。すなわち、彼によれば、原告に処罰を認
める以上、それが罰であるとは否定し難いと
して（71）、これを飽くまでも罰として位置付け
ている（72）。また、彼は、尊厳に対する損害
は補償できるものではなく、懲罰賠償によっ
てのみ権利を回復する（vindicate）ことがで
きると説くリプスタイン（Arthur Ripstein）の
見解を参照して（73）、懲罰賠償が伝統的な意
味での補償とは質的に異なる特別な救済措置
として理解している。
　（3）では、彼が言うように懲罰賠償を私罰
と解するとしても、それが罰であることに変
わりないことから、憲法上、刑事手続保障の
ないまま被告を罰することが許されるのだろ
うか（74）。この点に関して、彼は、国家が強
制・抑圧または政敵排除のために権力を使う
恐れがある故に刑事手続保障が要請されると
いう理解のもと、私的権利侵害に対する罰と
しての懲罰賠償は飽くまでも私的復讐という
個人的利益のために使われるのであるから、
国家権力濫用の虞はなく、その被告に刑事手
続保障を認める必要がないと考えている（75）。
なお、これに関連して、彼は、懲罰賠償を課
したことによって一般的抑止効果が付随的に
生じることを認めているが、もし社会的な抑
止利益を実現するのために私的復讐の範囲を
超える懲罰賠償を認めた場合には、その懲罰
賠償は公的違法行為に対する違憲な罰へと転
換すると述べている（76）。この点も踏まえて
見ると、やはり彼の見解において公的違法行
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為と私的権利侵害との法形式上の区別を重視
する前提的理解が色濃く出ていると言える
が、彼が言う罰とは私的復讐の範囲に留まる
ものであることは明確である。

B．セボックの見解
　（1）こうした法形式上の区別を前提的理解
とするコルビーの見解とは対照的に、「シビ
ル・リコース論」（civil recourse theory）とい
う新たな不法行為法理論との一貫性の観点か
ら独自の解釈を通じて「懲罰」賠償を説明す
る論者がセボックである（77）。この理論は、
不法行為法を加害行為前の当事者間の均衡状
態を是正するものと理解する従来の矯正的正
義論では被害者が訴えない場合にその実現が
できないという問題を克服するため（78）、不
法行為法とは不法行為者に対して自ら救済を
訴求する権利（以下、救済権という：right 

to redress）を被害者に与えるものと理解す
るところから出発する理論である（79）。彼は
この理論との一貫性を視野に入れつつ、懲罰
賠償を、個人の尊厳（private dignitary）に対
する侵害があった場合に、被害者の社会的尊
厳（social dignity）を回復する（vindicate）
ための私的復讐であり、これは後述するよう
に「一種の州が認めた復讐」であると解釈す
る（80）。以下において、彼の見解を見ていく
ことにする。
　（2）まず、彼は「懲罰」賠償が不法行為法
上の制度であることを説明するが、その際に
法形式上の区別に着目するコルビーの見解と
異なって次の 2つの私的な特徴が懲罰賠償に
とって特に重要であるということを強調す
る（81）。その 1つが、填補賠償によって救済さ
れる私権とは区別されるある種の「特別な私
権」（尊厳：dignity）が侵害された場合にのみ
懲罰賠償が認められるという特徴である（82）。
そしてもう 1 つが、刑事的民事訴訟（qui tum 

action）等の制定法上の例外は別として、そ
の特別な私権を侵害された「被害者」だけが懲

罰賠償による私的処罰（personal punishment）
を追及できるという特徴である（83）。
　このように、彼は 2つの私的な特徴を挙げ
ることで懲罰賠償が不法行為法上の制度であ
ることを強調しているが、とりわけ 1つ目の
特徴、すなわちなぜ尊厳を侵害された場合に
懲罰賠償が特別な救済手段になるのかという
点に関してはさらに説明が必要となろう（84）。
そこで、彼は上述した哲学者パンプトンの
「応報」論を、上記コルビーに先駆けて参照
し、その説明を詳細にしている（85）。もっと
も、その際に、彼はパンプトンが言う「応報
（retribution）」という表現をより正確にする
ために「復讐（revenge）」という表現へと変
更しているが（86）、広い意味で被害者への一
種の精神的填補を意味するパンプトンの「応
報」論を参照していることからすると（87）、
彼が言う私的復讐も、一見、一種の精神的填
補として位置付けられるようにも見える。し
かし、彼にとって私的復讐の内容である
vindicationは尊厳を取り戻すものであり、通
常の compensationとは全く内容が異なるも
のとして理解している（88）。この点ではコル
ビーの見解と同じと言える。
　（3）では、彼が言う解釈がシビル・リコー
ス論に基づく不法行為法といかなる点で一貫
しているのか（89）。まず、彼は、この理論に
とって重要な特徴は救済権が不法行為者に
よって私権侵害された被害者にとっての「個
人的な」（personal）権利である故に、誰もそ
の者に代わって提訴できないということを改
めて強調する（90）。その上で、被害者が私権
の回復を求める場合に、不法行為法は、国家
を通じて加害者に回復の義務を直接的に課す
のではなく、被害者が裁判所で回復を請求す
るかどうか、またどのようにそれを請求する
のかということを選択する権利、すなわち
「救済権」を被害者に与えるに過ぎず（91）、被
害者が加害者懲罰も選択した場合には不法行
為法はそうした被害者の権利を承諾するだけ
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のものであると言う（92）。このように、懲罰
賠償という私的復讐は尊厳侵害という私権の
回復を被害者自ら求めていく特質があること
から、それを実現していく訴訟においても個
人の積極的な役割を基礎とする不法行為法理
論の構造に一貫すると主張している。
　もっとも、彼はそう主張する一方で、被害
者がこうした救済権をもとに不法行為者を提
訴し、当該不法行為の性質や程度を示して
いった後には、事実認定者（大抵は陪審）に
よる賠償金判断や再審理といった州による認
定や制御が含まれていることも考慮してい
る。その結果、懲罰賠償を純粋な私的復讐と
いうよりも、むしろ「一種の州が認めた復讐」
であるとして位置付け直しているが（93）、こ
れはあくまでも州の罰や抑止という利益に役
立つ一種の公法としての懲罰賠償ではないこ
とを再確認している（94）。

C．ジプルスキーの見解
　（1）これに対して、セボックが基礎とした
シビル・リコース論をベースにしつつも、ま
た別の民事的解釈によって「懲罰」賠償を説
明している論者がジプルスキーである（95）。
彼の見解がセボックの見解と異なるところ
は次の 2点である。その 1つは、セボック
が懲罰賠償の実務状況とは距離を置いてそ
れを「私的復讐」として一元的に理解した
のに対して、彼は今日のアメリカ懲罰賠償
の実務状況に沿った解釈を提示するために
「私的賠償（private redress）」と「違反制裁
（noncompliance sanction）」という 2つの概念
から構成されるものとして多元的に理解して
いる点である（96）。そしてもう 1つは、セボッ
クが懲罰賠償を私的「復讐」として説明して
いるのに対して、彼は「懲罰する権利」とし
て私的応報の観点を変えている点である。
　（2）まず彼は懲罰賠償の基本概念としての
「私的賠償」に関して、上記の理論を前提に
して以下のように説明する（97）。原告が損害

賠償を求める場合、通常は不法行為法によっ
て填補賠償を得る権利が原告に付与されるだ
けであるが、不法行為が抑圧（oppressive）、
故意（willful）、害意（wanton）によるもの
であった場合には、原告は自分に為されたこ
とと同じように被告に対して苦痛を与えるた
めに “懲罰する権利” が懲罰賠償という方法
で付与されると言う（98）。もっとも、なぜ不
法行為法のもと、填補賠償に加えて懲罰する
権利が原告に付与されるのかが問題となる
が、彼は不法行為の性質や特徴に応じてその
権利の範囲が変化するという特徴があるた
め、故意や害意による不法行為に対してはそ
れに応じて損害回復の範囲を超える権利が付
与されると説明している（99）。そして彼は懲
罰賠償の歴史的説明も踏まえることでその理
解を補強している。すなわち、当初のイギリ
ス不法行為法において懲罰賠償が認められて
いた典型例であった侮辱事件を見ると、裁判
所が懲罰賠償を認める根拠として不法行為の
抑止の必要性を挙げていたが、実際はその抑
止というよりも、むしろそれに応じていくた
めの原告の賠償に対する権利にあったので
あって、その手段が懲罰賠償であったと述べ
ている（100）。したがって、この内容を見ると、
彼が言う私的賠償における懲罰する権利とは
私的応報であり、セボックが言う私的「復讐」
と大差がないものと言えよう。
　（3）その一方、今日の懲罰賠償にはシビ
ル・リコース論を前提とした私的賠償とは全
く異なる「違反制裁」という公的概念も含ま
れていると言う。すなわち、懲罰賠償は1980
年代初めまでに大企業による違法行為を抑止
するために使われるようになったことで、被
告が拘束力のある法的ルールに従わなかった
ことに対する制裁、すなわち「違反制裁」へ
と概念が質的に変容していったと言う（101）。
その結果、今日の懲罰賠償は私的賠償と違反
制裁という両概念から構成されていると言
う（102）。もっとも、もし原告が被告に違反制
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裁としての懲罰賠償責任を追及するのであれ
ば、原告は被告を罰するために提訴する私的
法務総裁（private attorney general）として
位置付けられ（103）、またその原告の訴訟が州
の制裁を課すための手段として扱われること
になるため、憲法上、より強力な手続保障が
被告に必要となると言う。逆に、私的賠償概
念を前提にした懲罰賠償である場合には、そ
の保障を被告に認める必要がないと言うが
（104）、いずれにしても、「懲罰」賠償の解釈
に違反制裁という公的概念まで含めている点
ではコルビー及びセボックの見解と異なって
いる。

 2 ．公的応報説

　（1）以上で見た私的応報説は、「懲罰」賠
償に関する説明の仕方が論者によってそれぞ
れ異なっているものの、いずれも原告個人の
尊厳や権利に着目した見解であったと言えよ
う。その一方で、こうした論者とは対照的
に、応報的正義（retributive justice）という
社会的利益を促進・擁護する観点から「懲
罰」賠償を解釈する見解もある（105）。この見
解を提唱しているのが刑法学者のマーケルで
ある（106）。彼によれば、懲罰賠償とは刑罰と
填補賠償との中間に位置付けられる制裁、す
なわち「中間的民事制裁」（intermediate civil 

sanction）であると言う（107）。そして彼はこ
れを加重的賠償や抑止的賠償という意味での
「懲罰」賠償と明確な区別をする必要性から、
「応報的賠償」（Retributive Damages）と呼ぶ
べきであると主張する。もっとも、この応報
的賠償が「中間的」民事制裁であることか
ら、それを導入するにあたっては、それを課
される被告にそれに見合った手続保護措置を
提供する必要があると考えており、例えば制
定法上で応報的賠償を課す対象行為を明確に
することや証明基準を強化すること等といっ
た 6つの具体的措置を併せて提案している（108）。
　（2）では、なぜ彼はそう考えたのか。刑法

学者である彼としては刑事法上の問題点に着
目している。その 1 つは、特に富裕・有力者
による性的虐待や製造会社の製造過程におけ
る違法行為等を処罰する場合にはその違法行
為がより密室的・複雑であるため捜査自体が
困難であることが多く（109）、またそうした被
告が地方検察官よりもはるかに優秀な弁護士
に依頼している場合に訴追が困難であるとい
う問題を挙げている（110）。もう 1つは罪刑の
均衡に関する問題を挙げているが、これは特
に企業が被告である場合には低額な罰金をも
はやビジネス費用・価格として見なすことが
ある一方で、比較的新しく導入された罰金は
高額で過剰な罰になっていると言う。また企
業の刑事責任において例えば使用者責任
（respondeat superior）のような原理が頻繁に
緩やかに適用されるため、企業全体及び罪な
き者の仕事に悪影響を及ぼすことにもなると
の問題も指摘している（111）。彼はこうした刑
事法上の問題点から、刑罰よりも罪刑の均衡
を促進しやすく、また原告のインセンティブ
を利用しつつ、民事訴訟を通じて追及してい
く比較的ソフトな制裁としての応報的賠償を
有効に活用すべきであると主張するが（112）、
これは刑罰の代替・補充という法政策的理由
である。
　（3）では、応報的賠償と解した場合に、ど
のようにその賠償金を算定するのか（113）。こ
の点に関して、彼は以下 2つの方法を提示し
ている。第 1に、それが「応報」であること
から、被告の違法行為の非難可能性に着目す
べきであると言う。もっとも、実際には陪審
が非難可能性を評価することは困難であるこ
とから、州議会または量刑委員会（sentencing 

commission）が考案する一連のガイドライン
における非難可能性の規模に関するスコアを
使って客観的に評価した上で、この数値を賠
償金へと変換していく方法を提示してい
る（114）。第 2に、被告が原告に対する違法行
為から利益を受けないようにするために、そ
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の賠償額が原告の填補賠償額を超えて利益を
剥奪するものでなければならないと言う。
もっとも、この算定が不法行為によって得た
被告の利益分の吐き出しに焦点を当てたもの
である故に、非難可能性に基づく算定とは別
にすべきであり、被告の利益は填補賠償金に
照らして考慮される必要があると言う（115）。
　なお、これに関連して注目すべきことは、
彼が言う応報的賠償は刑罰そのものではない
ものの（116）、社会的価値あるプロジェクトの
ための歳入を効率的かつ公平に収集する手段
とすべきであり、また原告のタナボタとなる
ことを防ぐためにも、州に支払われるべきで
あると主張していることである（117）。ここか
らも彼が言う応報的賠償の公益的特徴が鮮明
に映し出されていると言える。

Ⅳ　おわりに：学説の考察と日本法への示
唆

 1 ．学説の考察

　以上において、民事上での「懲罰」賠償の
解釈を巡るアメリカの学説状況を分析してき
た。そこで次に、応報としての「懲罰」賠償
の肯否を巡る各見解の意義と問題点を考察し
た上で、不法行為法との関係で「懲罰」賠償
をどのように考えていくのか、特に近時にお
いて活発に主張されている私的応報説に注目
しつつ、述べていく。
　（1）まず、応報としての「懲罰」賠償を否
定する見解について、その意義と問題点を検
討していく。
　「懲罰」賠償を抑止として解釈したドブス
の見解は、「懲罰」賠償が応報であることか
ら生じる問題を回避するために、それに代わ
る必要最小限の抑止措置として、特に利得型
不法行為を念頭に置いた利益吐き出し的損害
賠償を提示した点では意義がある。しかしな
がら、彼は応報性を否定した上で、賠償金算
定においては金銭的「利得」の厳密性を求め

るが、このことが却って問題を生じさせてお
り、実際に彼自身もこのことを認めている。
例えば、彼は賠償額による抑止が不当・過剰
になることを避けるために、その算定におい
て被告自身の才覚・努力・投資によって稼い
だ部分を除外すべきとは言うものの、被告の
不法行為によって得られた利益を厳密に特定
することは困難であり（118）、結局は利得を推
定・擬制せざるを得ない。また同様の問題
は、企業・使用者が上司による部下へのセク
ハラをやめさせなかった場合など、利益活動
の一部に付随的な不法行為が含まれていたと
いう場合にも生じる（119）。彼の見解が提唱さ
れてから比較的長い年月が経っているもの
の、これが応報としての「懲罰」賠償に代わ
り得るだけの新たな民事的解釈として定着し
ない背景には（120）、例えば懲罰賠償が不当利
得法上の制度ではなく（121）、不法行為法上の
制度であることから、そこでは金銭上の「利
得」という特徴に限定することなく、それ以
外の事情も幅広く踏まえたものにすべきとの
考えがあるようにも思える。
　その点、同じく抑止説に立つポリンスキー
らの見解は利得型不法行為に限定することな
く、幅広く「最適な抑止」という経済学的観
点から、賠償責任の在り方に踏み込んだ見解
を提示した点では、ドブスの見解とは異なっ
た意義がある。しかし、この見解は経済的側
面を重視するあまり、法的側面からの検討が
軽視されていることは否めない。例えば、彼
らの見解は賠償責任逃避の可能性に焦点を当
てているが、その際に被告の害意（malice）
や無思慮（recklessness）等といった実損害
を超える損害賠償にとって本来なら重要視さ
れるはずの法的要件を軽視している点で問題
がある（122）。また、彼らの見解はその賠償責
任を被告による侵害が発見困難な場合に最小
化したことで、社会的損害が広範な不法行為
や屈辱的不法行為・憲法上の不法行為といっ
た発見困難ではない重大な事件を見落すこと
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にもなる（123）。したがって、彼らの見解は「法
と経済学」という学問分野としては有り得る
解釈であろうが、やはり専ら経済学的観点か
ら道具主義的に判断できるものではなく、
様々な法的観点を踏まえる必要があることか
ら、「懲罰」賠償の解釈の中に「法と経済学」
的発想を取り入れることは一般的には受け入
れ難いように思える（124）。
　その一方、シャーキーの見解は、「懲罰」
賠償を社会的損害の填補と解するものではあ
るが、それを「填補」としている点では不法
行為法の基本的理解に馴染み易い側面がある
と言える。またこれにより懲罰賠償に対する
批判の 1つとして指摘されていた原告が実損
害以上の賠償を得るという問題を解消すると
いう点でも意義がある。しかし、それを社会
的填補と解するとしても、公平性と矯正的正
義を根拠とする社会的填補が直ちに不法行為
法の理論として説明できるものなのか、また
その救済対象とする潜在的被害者の範囲が曖
昧である故に、その賠償額算定について仮に
陪審に適切な説示をしたとしても、やはり実
際には算定困難であろう。さらに、これに
よって実際に社会的填補ができるのかという
点でも疑問があろう。この点に関して有益な
示唆を与えるのが、ミズーリ州における不法
行為被害者補償基金の状況である（本稿末尾
の資料を参照）。そのホームページ上で公開
されている現況を見ると、懲罰賠償金を使っ
て非当事者である不法行為被害者を広く救済
していくことが実際には財源上難しいことが
わかる（125）。そもそも懲罰賠償が課されるの
が 5％程度であり、またその賠償額も概ね合
理的範囲であることも踏まえると（126）、「懲
罰」賠償を社会的填補と解することは救済の
ひとつの理想としては有り得るのかもしれな
いが、現実的運用としては無理があると言わ
ざるを得ない（127）。
　（2）次に、応報としての「懲罰」賠償を肯
定する学説を考察する。本稿では上記「Ⅲ」

において、コルビー、セボック、ジプルス
キーの見解を私的応報説と言うカテゴリーに
まとめて考察してきた。彼らの見解は、政策
的観点から懲罰賠償の社会的役割が強調され
る今日において、法理論的観点に基づいて
「懲罰」賠償を民事上の制度としての原点に
回帰させ、それが公的応報ではなく、私的応
報としての本来の意義を再確認していくもの
であったと言える。そしてその私的応報にお
いて重要なことは、一見すると、それが精神
的填補のカテゴリーに入るものに見える
が（128）、特にセボックが強調する vindication

という特質を踏まえると、単純に通常の填補
賠償上に位置付けられるものではないという
ことであった。すなわち、確かにそれは金銭
賠償という形をとらざるを得ないものの、被
害者にとって侵害された回復し難い個人の尊
厳を実効的に回復していくための特別な意味
を持った応報としての損害賠償であり、単に
経済的・金銭的価値基準で導かれる損害賠償
とは異なるものとして理解するものであっ
た。彼らの見解は「懲罰」賠償を私的応報と
解する点で基本的には同じものと言えるだろ
うが、そう解するに至った理論的説明に関し
てはそれぞれ異なっている。
　まず、コルビーは特に被害者個人に対する
私的権利侵害と社会に対する公的違法行為と
いう法形式上の区別を前提としているが、こ
れを前提とする理解には問題がある（129）。す
なわち、1 つの不法な行為が社会にとっての
脅威であるだけでなく、被害者にとっての損
害でもあり、これらは相互に重複するもので
あることを考慮すると（130）、こうした区別を
前提にして不法行為法上の制度として「懲
罰」賠償を解釈していくことは、あまりにも
形式的な説明であるため、説得力があるとは
言えないだろう（131）。
　こうしたコルビーの見解の問題点を踏まえ
ると、むしろ不法行為法の基礎理論との一貫
性及び懲罰賠償の特質との関係に着目しつ
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つ、「懲罰」賠償を解釈しているセボックの
見解の方が妥当である。もっとも、彼の見解
は、そもそも懲罰賠償に合憲性問題が生じる
理由について直接的な返答することを目的と
したものではなく、懲罰賠償のあるべき解釈
を提示することを目的としたものであるた
め、現在のアメリカ懲罰賠償の実務状況に一
致する解釈ではなく、このことは実際に彼自
身も認めていることである（132）。
　この点、ジプルスキーの見解は、不法行為
法の基礎理論との一貫性の観点から「懲罰」
賠償を解釈している点ではセボックの見解と
同じであるが、アメリカ懲罰賠償の実務状況
も踏まえた解釈をしている点ではセボックの
見解と対照的である。すなわち、彼は懲罰賠
償の合憲性問題が生じる理由を説明すること
から出発し、近年の懲罰賠償に違反制裁概念
が追加された現状も踏まえて「懲罰」を説明
している。しかしながら、その反面で懲罰賠
償の合憲性問題が生じる理由につき、社会経
済状況を受けて懲罰賠償が政策的に変容して
いったという違反制裁概念の展開過程を示し
ているだけであり、その概念に関して不法行
為法上の制度としての理論的説明を直接して
いるわけではない。またそれに関連して合憲
性問題を生じさせる違反制裁としての懲罰賠
償であるかどうかを明確に区別して考えられ
るのか、その判断基準の不明確さという点で
も課題がなお残されていると言えよう。
　それに関連して、ジプルスキーが言ういわ
ゆる「違反制裁」に焦点を当てた解釈をして
いるマーケルの見解は、応報的正義という公
益を実現していくために懲罰賠償を刑罰と損
害填補との「中間」に位置付けたものである。
この点で、彼の見解は、懲罰賠償について刑
法上の根本概念が不法行為法に入り込んだ変
則として考える不法行為法の代表的論者プ
ロッサーの見解に近いものと言えよう（133）。
また、多くの裁判所や学説が、彼ほどの詳述
はしていないにしても、懲罰賠償を社会全体

に与えた損害との関係で認められる罰と解し
ていることからすると（134）、彼の見解は多数
派に位置付けられる理解と言えるだろう。し
かしながら、そもそも刑事手続保障による厳
格な制約のない応報的賠償を通じて私人に刑
事上の役割を委託することにより、刑罰の実
質的目的を容易に実現できるようになるとい
う批判もあって（135）、合憲性の問題が浮上し
たにもかかわらず、結局は刑事法上の限界へ
の私的対応という法政策的目的から説明して
いるだけであり（136）、またその対応策の提案
を述べているに過ぎない。したがって、彼が
言う応報的賠償という解釈は不法行為法とし
て理論的に説明されているわけではない。
　以上において、「懲罰」賠償の民事的解釈
を巡る各見解の意義及び問題点を考察してき
た。今日のアメリカ「懲罰」賠償においては、
私的応報としてだけでなく、公的応報として
の意味も含まれていることからすると、ジプ
ルスキーの見解で見たようないわゆる違反制
裁という概念を踏まえた解釈をすることが実
務状況に沿ったものと言えるだろう。しかし
ながら、違反制裁が不法行為法の枠組みとの
関係で十分に理論的に説明されていないとい
う課題が残されていることからすると、現時
点においては「懲罰」賠償を私的応報のレベ
ルに留めた解釈していくことが妥当であるよ
うに思える。

 2 . アメリカ法からの示唆

　以上の考察を踏まえて、日本法における民
事制裁論への示唆を得ていくことにする。
　第 1に、「はじめに」でも述べたように、
アメリカ法ではこれまで懲罰賠償を罰及び抑
止といった抽象的理由により正当化してきた
が、懲罰賠償の合憲性が喫緊の問題となった
ことを受けて、「懲罰」賠償とは何かという
根本的問題について再び活発に議論されるよ
うになった。そして抑止説、社会的填補説、
応報説が唱えられるに至ったが、ぞれぞれの
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見解を見ると、「懲罰」の概念、それに伴う
要件や賠償額算定の在り方に明確な違いが表
れており、実際にはかつての議論のように罰
及び抑止を単純に並列させた曖昧なままでの
議論ができないということを明らかにしてい
る。こうしたアメリカ法における議論の軌跡
は、今日の日本における民事制裁論の在り方
にも当てはまると言えるだろう。すなわち、
今日の日本における議論では違法行為の抑止
を実質的な目的として捉える傾向があるが、
そこでは制裁（懲罰）と抑止を厳密に区別す
ることなく、議論をしている。アメリカ法で
見たように、これらのいずれの観点から議論
をするかによってその在り方が大きく変わる
ことからすると、日本法においてその議論を
していくにあたっては、制裁（懲罰）と抑止
を厳密に区別した上で議論をしていくことが
重要である。
　第 2に、これまでアメリカ法では特定の事
件で懲罰賠償を求める原告を私的法務総裁と
して位置付け、それを通じて社会一般の利益
につなげていくところに意義があると一般的
に理解・説明されてきたが、これは法政策論
的観点から懲罰賠償を拡張、さらに言えば転
用したものとも言える。この点に関して、ジ
プルスキーの見解では違反制裁という概念の
もとでその転用が説明されているが、そこで
はその展開過程は示されているものの、法理
論として説明されているわけではないという
ことは上述した。これは公的応報説に立つ
マーケルの見解においても同様である。した
がって、現時点でこの拡張・転用型に関して
は不法行為法理論として成熟したものになっ
ていないと言えるが、このことは、アメリカ
法のような強い公益レベルにまで制裁（懲
罰）を結び付けるかどうかは別として、日本
法における議論の在り方を見直していくため
の一石を投じるものである。すなわち、今日
の日本における議論では抑止の観点から制裁
（懲罰）が主張されていることは上述したが、

法理論的観点から見ると、現段階で不法行為
法における制裁（懲罰）という形での一般的
抑止を前面に押し出していけるほどに議論が
成熟しているわけではない。もっとも、この
ことは制裁（懲罰）による公益的側面の余地
を直ちに否定するものではないが、まずはそ
の前提として不法行為法と公益性の議論を成
熟させてくことが課題である（137）。
　第 3に、アメリカ法では「懲罰」賠償の解
釈を巡る学説において抑止説が提唱されてき
たものの、学説上、その影響力は限定的であ
り、むしろそれに代わって私的応報説が台頭
しているということは上述したが、このよう
な動向は「懲罰」賠償を単純に経済的・金銭
的問題として見ることができないという本質
的な考えの表れであるように思える（138）。こ
の点、近年の我が国においては、刑事裁判へ
の被害者参加制度（刑訴316条の33）に見ら
れるように、刑事裁判において被害者の応報
を認めるかのような動きが見られるが、こう
したことは、佐伯仁志教授が指摘するよう
に、むしろ当事者として対等な関係にある民
事裁判の中で成し遂げられるものであろ
う（139）。そしてこの動きを見ると、実は今日
においてもなお民事上での損害賠償が被害者
にとって実効的な救済にはなっていない（セ
ボックが言う vindicationが救済されていな
い）ということを映し出している、と見るこ
とができるだろう（140）。したがって、民事制
裁論において金銭的・経済的利得という価値
基準を中心とした抑止論の観点から議論をす
ることに意義があることは確かであるが、ま
ずは侵害された回復し難い個人の尊厳を実効
的に救済していくために私的応報論の観点か
ら（141）、利得型不法行為に限定することな
く、広く議論をしていくべきであり（142）、こ
うした点からすると、今日においてもなお私
的応報説には議論の余地が残されていると言
えよう（143）。
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【資料】ミズーリ州不法行為被害者補償基金における補償金支払い状況
年 請求件数 認定件数 認定額の範囲 各認定の総額 支払利用可能額 認定 1 ドルあたり 小切手の郵送時 基金残高

2008
24 20 $25,000.00～

$300,000.00 $4,005,458.59 $2,420,203.11 21.1 cents以上 2006年から2008
年分をまとめて $3,190,000 

2009年6月30日 2009年6月30日 2008年12月31日

2009
36 32 $52,308.10～

$300,000 $7,147,747.80 $2,450,000.00  34.2 cents以上 2009年未払い $60,099.65. 

2010年6月30日 2010年6月30日 2009年12月31日

2010
101 85 $20,000.00～

$300,000.00 $16,935,060.39 $345,275.00 2.04 cents以上 2010年未払い $533,589.18.

2011年6月30日 2011年6月30日 2010年12月31日

2011
88 70 $10,000.00～ 

$300,000.00 $11,993,995.90 $495,000.00 4.12 cents以上 2011年未払い $49,566.85.

2013年6月30日 2013年6月30日 2011年12月31日

2012
56 50 $16,273.62～

$300,000.00 $9,881,378.78. $366,000.00 3.7 cents以上 2012年未払い $210,455.36.

2015年6月30日 2015年7月2日 2012年12月31日

2013
53 44 $5,000.00～ 

$300,000.00 $6,544,204.92 $361,735.46 5.5 cents以上 2013年未払い $62,670.78.

2017年6月30日 2017年6月30日 2013年12月31日

2014
39 31 $10,000.00～

$300,000.00 $5,239,184.57 －－－－ －－－－ 2014年未払い $215,050.04.

2014年12月31日

2015
36 32 $773.20～

$300,000.00 $5,413,187.67 －－－－ －－－－ 2015年未払い $2,313.93.

2015年12月31日

2016
37 27 $19,795.54～  

$300,000.00 $5,134,171.12 $1,791,825.72 0.3490 cent 2016年未払い $504,227.05.

2018年8月24日 郵送済み 2016年12月31日

2017
19 16 $9,665.00～

$300,000.00 $2,525,116.88 $881,265.79 0.3490 cent 2017年未払い $7,936,855.94.

2018年8月24日 郵送済み 2017年12月31日

2018
44 32 $25,000.00～

$300,000.00 $6,815,000.00 $2,998,600.00 0.44 cents 2018年未払い －－－－

2020年6月30日 郵送済み

2019
89 61 $25,000.00～

$300,000.00 $10,674,000.00 $4,696,560.00 0.44 cents 2019年未払い －－－－

2020年6月30日 郵送済み
　ミズーリ州不法行為被害者補償基金（Tort Victimsʼ Compensation Fund）は1987年に可決された法律（H.B.700 ）によって
設立されたものであり、2001年からミズーリ州の民事訴訟において懲罰賠償として支払われた金額の一部（訴訟費用等を
支払った後、原告の得た懲罰賠償金の50％）を基金の収入としている。もし基金に利用できる資金がない場合には、資金
が不法行為被害者補償基金に蓄積されるまで、支払われないものとしている（§537.684. 9.）。そしてその場合には、不法
行為被害者補償基金に10万ドルを超える資金が蓄積されるまで、請求評価及び金銭交付に関連する全ての措置を停止でき
るとしている（§537.684. 10.）。なお、各認定の総額が支払利用可能額を超えた場合には按分による支払いとなる。
　上記の資料は、2021年5月14日の時点で筆者がホームページ上で確認できた範囲内でその状況をまとめたものである。な
お、2013年の支払利用可能額、認定 1ドルあたり、小切手の郵送時に関しては2019年 6 月30日に確認したものであるが、
現時点ではその情報は消されている（https://labor.mo.gov/DWC/Tort_Victims 及び https://labor.mo.gov/pubs-and-forms）。
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